
２３

４－２．運用保守業務の見直し方法

運用保守業務については、現状調査より、運用保守の範囲や、業務担当課／情報推

進担当／ベンダーの役割分担があいまいな部分が多くあり、更には当初賦課処理や

データ修正処理などでＳＥ対応が必要なものが多く存在しています。今後のアウトソーシ

ング検討に向けても、全体的に見直す必要があります。

①運用保守業務の全体体系

運用保守業務の全体体系を理解し、町全体として実施すべき運用保守業務の全体

概要を把握します。

②運用保守業務の作業範囲と役割分担（担当課／情報担当課／ベンダー）

運用保守業務の全体体系の作業分担項目に従い、担当課／情報担当課／ベンダ

ーそれぞれの認識している役割分担を「見える化」することにより、認識のズレを修

正し、運用保守業務のあるべき役割分担を明確化するとともに、課題を抽出し、課題

を解決するための方策を検討します。

③連絡票ルール（インシデント管理プロセス）の見直し

現状調査より、インフラ関係のインシデントが管理されておらず、障害管理がなされ

ていないことが明らかになっています。

また、町とベンダーとの間では事案ごとに「連絡票」という様式をやり取りするルー

ルがありますが、 運用保守全体のインシデント管理から障害管理のプロセスを上記

の役割分担を含め、見直していく必要があります。

④業務運用におけるＳＥ対応処理の見直し

ＳＥ対応処理の中には、業務運用の位置づけとして実施されているものがあり、定

型業務での処理と非定型処理とを区分する必要があるため、過去の連絡票の中か

ら業務運用におけるＳＥ対応処理を抽出し、整理します。

⑤アウトソーシング可能処理の検討

アウトソーシング（外部委託）が可能な処理を整理し、段階的に実施可能かどうか

検討を行います。

４．運用保守業務の効率化

４－１．運用保守業務の効率化に対する考え方

業務においてシステムを有効に活用するためには、運用保守業務の見直しによる効率

化が必要となります。そのためには、運用保守業務の現状の「見える化」を行い、効率化

を妨げている課題を洗い出すことが重要です。

見直しの項目としては、
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４－３．運用保守業務の全体体系

サービス提供

統合管理統合管理統合管理統合管理統合管理統合管理統合管理統合管理利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門

住民

インフラインフラインフラインフラ保守保守保守保守インフラインフラインフラインフラ保守保守保守保守

業務運用業務運用業務運用業務運用業務運用業務運用業務運用業務運用 アプリアプリアプリアプリ保守保守保守保守アプリアプリアプリアプリ保守保守保守保守

共同検討リリース協議

総括責任者

トラブル発見
変更要求連携

変更要求連携
運用管理運用管理運用管理運用管理運用管理運用管理運用管理運用管理

対応要求

・外部監査・事業継続計画・プロジェクト計画

・PC運用・ｼｽﾃﾑQ&A対応 ・PC構成 ・資産管理・ｼｽﾃﾑｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ ・ｼｽﾃﾑ運用ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ管理・ｼｽﾃﾑ資源ﾘﾘｰｽ ・ｼｽﾃﾑｾｷｭﾘﾃｨ運用・ｼｽﾃﾑﾄﾗﾌﾞﾙ対応 ・ｼｽﾃﾑ資源構成管理・ｼｽﾃﾑ 監視
運用管理者運用管理者運用管理者運用管理者・運用改善・ｾｷｭﾘﾃｨ管理 ・教育・変更管理 ・構成管理・ｻｰﾋﾞｽﾃﾞｽｸ注注注注3 ・稼動管理・ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ管理 ・ｷｬﾊﾟｼﾃｨ 注注注注4管理・問題管理・ｻｰﾋﾞｽ報告

・ﾘﾘｰｽ管理注注注注2・ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ管理注注注注1

システムシステムシステムシステム運用運用運用運用システムシステムシステムシステム運用運用運用運用

・ファシリティ注注注注５５５５提供・管理 ・ネットワーク提供・ITリソース提供インフラインフラインフラインフラ提供提供提供提供インフラインフラインフラインフラ提供提供提供提供

ｻｰﾋﾞｽﾃﾞｽｸ
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾏﾈｰｼﾞｬ

ｼｽﾃﾑ運用担当者

開発・保守部隊
業務運用担当者

PDCAPDCAPDCAPDCA ・ﾊｰﾄﾞ障害対応・ﾊｰﾄﾞ予防保守・ﾊｰﾄﾞ増設・移設・撤去・ｿﾌﾄ障害対応・ｿﾌﾄ予防保守・ｿﾌﾄ追加・ V/Lｱｯﾌﾟ・ｿﾌﾄ環境設定変更・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 環境変更・ﾈｯﾄﾜｰｸ障害対応・ﾈｯﾄﾜｰｸ予防保守・ﾈｯﾄﾜｰｸ増設・移設・撤去・ﾈｯﾄﾜｰｸ環境設定変更・ｲﾝﾌﾗ性能改善・PC障害対応・PC増設・移設・ 撤去・ｲﾝﾌﾗ保守ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ・環境管理

・ｱﾌﾟﾘ 障害修正・ｱﾌﾟﾘ 予防保守・ｱﾌﾟﾘ改善・仕様変更・ｱﾌﾟﾘ性能改善・ｱﾌﾟﾘ保守ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ・ 環境管理・ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 診断
・業務監視・業務Q&A 対応・業務ｾｷｭﾘﾃｨ運用・業務ﾄﾗﾌﾞﾙ対応・業務資源ﾘﾘｰｽ・業務ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ・業務資源構成管理・業務運用ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ管理

担当課担当課担当課担当課

保守担当者

注1）ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ管理…ｻｰﾋﾞｽの品質や成果を、定量的に把握し、継続的に改善すること注2）ﾘﾘｰｽ …………… 変更した内容を本番環境に反映させること注3）ｻｰﾋﾞｽﾃﾞｽｸ………利用者からの問題や問合せに対応する窓口注4）ｷｬﾊﾟｼﾃｨ…………業務量や利用者数など事業規模に応じたシステムの機能・性能の最大値注5）ﾌｧｼﾘﾃｨ …………企業などの設備や物的資源、物理的空間などを、最も合理的・効率的に管理し運用する方法
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４－４．運用保守業務の作業範囲と役割分担

現状の運用保守業務の作業範囲と役割分担を「見える化」した結果が、「別紙５．運用

保守作業体系（実践モデル）サービス作業役割分担表」となります。

連絡票の同報メールや重大障害（全庁的障害）時の関与など、一部の作業については、

情報推進担当とベンダー双方が実施していることとなっているものの、役割分担について

は概ね明確になっていると言えます。

４－５．連絡票ルール（インシデント管理プロセス）の見直し

現行の連絡票に記載されている内容は、主として担当課からの業務アプリケーション注注１１
に関するＱＡ、トラブル、作業依頼などとなっていますが、問題点は大きく２つあり、インフ

ラ関係のインシデントが管理されていない点と、インシデント管理と問題点管理が混在し

ている点であると思われます。

インフラ関係のインシデントについては、業務担当課から情報推進担当へ電話などによ

り連絡している業務アプリ以外のインシデントを記録することが必要となります。

また、インシデント管理と問題点管理については、連絡票に記載されているインシデント

内容に対して、業務を妨げている要因を解決もしくは回避して業務を続行（いわゆる一次

対処済み状態）することができれば、インシデントとしては解決します。しかし、インシデン

ト内容の根本原因を解決（いわゆる本対処済み状態）するまでは、問題点として管理しな

ければなりません。これらのインシデント管理と問題点管理とを分けることが必要です。

業務担当課 情報推進担当 ベンダーインシデント発生連絡票 連絡票 連絡票一次対処方法
本対処方法根本原因追求本対処済み

イ
ン
シ
デ
ン
ト
管

理
問

題
点

管
理

一次対処済み
注1）業務アプリケーション…顧客の要望に応じてカスタムメイドで作成したソフトウェア、システム
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４－６．業務運用におけるＳＥ対応処理

平成２１（２００９）年度の連絡票をもとに、業務運用におけるＳＥ対応処理を抽出すると、

全体では１０３件あり、そのうち定型処理が５１件、非定型処理が５２件となっています。

業務ごとに見ると、定型処理は、国保業務が３６件で過半数を占めており、次いで住民税

業務が５件となっています。非定型処理では、財産管理が１１件と多いが、他業務は数件

となっており、偏りはないと思われます。

定型処理の作業内訳は、ある特定条件で抽出しリストを作成する作業が６５％を占め、

次いで本番処理の立会いが２９％となっています。2009年度（定型）
立会い29% ﾃﾞｰﾀ登録2% ﾃﾞｰﾀ修正4%

ﾘｽﾄ作成65%

ﾃﾞｰﾀ登録ﾃﾞｰﾀ修正ﾘｽﾄ作成手順書作成確認立会い
定型処理は、前述のとおり大半が国保業務で発生しており、当初賦課処理での簡易

申告リストや住民税チェックリストなど業務処理として定常化しています。

業務担当課で処理ができない要因としては、操作の複雑性や機能不足などが考え

られるので、次期システムでは、これらに起因する定型処理が不要になるのか、ある

いは担当課で実施できるのかを見極める必要があります。次期システム導入時の担

当課の業務見直しと合わせて、定型処理におけるＳＥ対応処理の見直しが必要となる

と思われます。
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2009年度（非定型）

ﾃﾞｰﾀ修正71%
ﾘｽﾄ作成19%

確認8%手順書作成2% ﾃﾞｰﾀ登録ﾃﾞｰﾀ修正ﾘｽﾄ作成手順書作成確認立会い

非定型処理では、業務担当課での入力ミスなどに起因するデータ修正作業が７１％を

占めています。次いで、制度改正などに伴う事前調査のためのリスト作成が１９％となっ

ています。

非定型処理では、前述のとおり財産管理が１１件と多くなっていますが、平成２２（２０１

０）年度には数件となっており、偶発的に操作不慣れによる入力ミスが発生したものと思

われます。なお、他業務の偏りは見られないため、あくまで通常の業務運用の範囲で、

データ修正作業やリスト作成作業がＳＥに依頼されていると考えられます。

４－７．アウトソーシング可能処理

業務運用における作業の中で、アウトソーシング可能な処理としては、一般的には、業

務データのパンチ入力、帳票オペレーションが挙げられますが、実際の洗出し・検討の

方法としては、担当課業務の見直しで業務フローを「見える化」する作業の中で実施して

いくことが効率的です。

その他の運用保守業務におけるアウトソーシング可能処理としては、運用管理のサー

ビスデスクを中心に現在、情報推進担当が主として行っているシステム運用（ＰＣ運用を

含む）などが考えられます。洗出し・検討の方法としては、同様に、インシデント管理の見

直しでインシデントの「見える化」を行い、分析・評価する中で実施することが効率的です。
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４－８．運用保守業務の方向性

一般的な運用保守業務のあり方としては、将来的には、情報推進担当は主としてＩＣＴ

に関する企画・予算・評価などの全体管理を行い、運用管理などの運用保守業務全般を

アウトソーシングする方向で検討することが望ましいと思われます。

情報推進担当担当課

企画・予算評価インフラ(建屋等)
窓口業務

住民

企業

担当業務

（ ﾝｵﾝｻｲﾄｱ ﾄ ｰ ﾝｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ）注１サービスデスク（ヘルプデスク）
ｾｷｭﾘﾃｨ

・ハウジング注注22／ホスティング注3・クラウド（ＳａａS）利用 等
（ ｰｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ゙））

府中町役場

外部委託業者

業務運用ｱﾌﾟﾘ保守資産

注1）ｵﾝｻｲﾄｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ…顧客の施設内に設置された機器の運用を委託（受託）するサービス注2）ハウジング…顧客の通信機器や情報発信用のコンピュータ(サーバ)を、自社の回線設備の整った施設に設置するサービス注3）ホスティング…インターネットに情報を発信するコンピュータ(サーバ)を間貸しするサービス

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度次期システム導入時ＳＥ対応処理見直しインシデント見える化（平成２３年度） インシデント見える化（平成２４年度）
運用保守見直し サービスデスク（ヘルプデスク）運用分析・評価

平成２６年度以降

インシデント見える化（平成２５年度）


